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明細書

省電力支援 コン トロー ラ、および省電力支援 システム

技術分野

本発明は、省電力支援コン トローラ、および省電力支援システムに関するものである。

背景技術

従来、各住戸における電気使用量の履歴を管理 し、各種の電気使用量の情報 を表示するシステ

ムがある （例 えば、特許文献 1 参照）。

【特許文献 1 】特開 2 0 0 9 — 1 3 0 9 8 4 号公報

一般に、電気料金の単価は、時間帯によって変動 し、夜間時間帯 （例 えば 2 3 時〜 7 時）の電

気料金単価は、昼間時間帯 （例 えば 7 時〜 2 3 時）の電気料金単価に比べて安 く設定 されている。

さらに、平 日を リビングタイム （例 えば 7 時〜 1 0 時、 1 7 時〜 2 3 時）、ディタイム （例 え

ば 1 0 時〜 1 7 時）、ナイ トタイム （例えば 2 3 時〜 7 時）に分 ける料金単価設定もある。この

場合、各時間帯における電気料金単価は、最 も高いディタイム、中間の リビングタイム、最 も安

いナイ トタイムとなる。

したがって、給湯器、洗濯機、調理器等の電気機器 を電気料金単価の高い時間帯で使用するよ

リ、電気料金単価の安い時間帯で使用するほ うが、電気料金を抑えることができ、ユーザにとつ

て経済的である。また、電力会社は、電力負荷の平準化を図ることができる。すなわち、電気機

器 を電気料金単価の安い時間帯で使用することによって、ユーザ、電力会社 ともにメリッ トがあ

る。

しか しなが ら、ユーザによる電気機器の使用形態は習慣化する傾向にあ り、特定の電気機器 を

電気料金単価の高い時間帯で使用する習慣が一旦定着すると、電気料金単価の安い時間帯で使用

する方向へ変えることは困難であった。

従来のシステムは、主幹電力、分岐電力等の各電気使用量をユーザに表示す る機能は備えるも

のの、電気機器を電気料金単価の安い時間帯に使用する方向へユーザの習慣 を改善 させ ることは

考慮 してなか った。

発明の概要

本発明は、上記事由に鑑みてなされたものであり、電気機器 を電気料金単価の安い時間帯に使



用す る方向へユーザの習慣 を改善 させることができる省電力支援コン トローラ、および省電力支

援システムを提供する。

本発明の第 1 側面による省電力支援コン トロー ラは、計測対象の使用電力の情報 を取得す る電

力情報取得部 と、時間帯毎の電気料金の単価 を示す料金単価情報 を取得する料金単価取得部 と、

単位期間当た りの使用電力量の閾値 を設定する閾値設定部 と、前記使用電力量の時間変化 と料金

単価情報 とに基づいて、前記使用電力量が前記閾値 を超えた超過使用状態の発生を検知 した場合、

この超過使用状態の発生を報知させ る使用状態監視部 とを備え、前記使用状態監視部は、他の時

間帯に比べ て電気料金が高い時間帯に前記使用電力量が前記閾値 を超 えた超過使用状態の発生

を検知 した場合、この超過使用状態の発生を報知する。また、前記省電力支援 コン トローラは計

測対象の使用電力の情報に基づいて導出 した単位期間当た リの使用電力量の時間変化 を料金単

価情報 と同一画面に表示する画像データを生成 して出力する画像生成部 を更に備える。

また、前記省電力支援 コン トロー ラは前記計測対象の使用電力の情報に基づいて将来の単位期

間当た リの使用電力量 を推定する電力推定部 を更に備え、前記料金単価取得部は将来の料金単価

情報 を取得 し、前記画像生成部は、前記推定 した単位期間当た りの使用電力量の時間変化を将来

の料金単価情報 と同一画面に表示する画像データを生成 して出力 し、前記使用状態監視部は、前

記推定 した使用電力量の時間変化と将来の料金単価情報 とに基づいて、他の時間帯に比べて電気

料金が高い将来の時間帯に、前記推定 した使用電力量が前記闥値を超える超過使用状態の発生を

予測 した場合、この超過使用状態の発生を報知す ることであっても良い。

前記閾値設定部は、電気料金の単価が所定値である時間帯における前記単位期間当た りの使用

電力量の平均値に所定値を加算 した結果を前記閾値に設定することとしても良い。

前記閾値設定部は、他の時間帯に比べて電気料金の単価が高 い 間帯における前記単位期間当

た リの使用電力量の平均値に所定値 を加算 した結果 を前記閾値に設定す ることにす ることも可

能である。

また、前記閾値設定部は、他の時間帯に比べて電気料金の単価が安い時間帯における前記単位

期間 当た リの使用電力量の平均値に所定値 を加算 した結果 を前記閾値に設定す ることにす るこ

とも可能である。

前記閾値設定部は、一定期間に前記超過使用状態の発生を報知 した回数が所定回数未満になつ

た場合、他の時間帯に比べて電気料金の単価が安い時間帯における前記単位期間当た リの使用電

力量の平均値に所定値 を加算 した結果を前記閾値に設定することにすることも可能である。

前記使用状態監視部は、前 日に前記超過使用状態の発生を検知 した場合、当日において、前 日



に前記超過使用状態が発生 した時刻 と同一時刻の一定時間前 に前記超過使用状態の発生 を報知

す ることにす ることも可能である。

また、前記使用状態監視部は、前記超過使用状態の発生を検知 した場合、他の時間帯に比べて

電気料金の単価が安 い時間帯の一定時間前に前記超過使用状態の発生 を報知す ることにするこ

とも可能である。

本発明の第 2 側面による省電力支援システムは、計測対象の使用電力を計測する電力計測部 と、

画像データを表示する表示部 と、報知動作 を行 う報知部 と、本発明の省電力支援コン トローラと

を備える。

図面の簡単な説明

本発明の目的及び特徴は、以下のような添付図面と以下に述べる詳細な説明によ リ一層明瞭 と

なる。

【図 1 】本発明の実施形態 1 による省電力支援コン トローラ、および省電力支援システムの構

成 を示すブロック図である。

【図 2 】料金単価情報 を例示する図である。

【図 3 A 及び 3 B 】実施形態 1 における使用状況画面を例示する図である。

【図 4 A 及び 4 B 】実施形態 1 における監視画面を例示する図である。

【図 5 A 及び 5 B 】実施形態 1 における別の監視画面を例示す る図である。

【図 6 A 及び 6 B 】実施形態 1 におけるまた別の監視画面を例示する図である。

【図 7 】本発明の実施形態 2 による省電力支援コン トロー ラの構成を示す ブロック図である。

【図 8 A 及び 8 B 】実施形態 2 における予測画面を例示す る図である。

発明を実施するための形態

以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。

(実施形態 1 )

図 1 は、本実施形態の省電力支援コン トロー ラを用いた省電力支援システムの構成を示 し、電

力計測ユニ ッ ト1 と、省電力支援コン トローラ 2 (以降、コン トローラ 2 と称す）と、表示器 3

(表示部及び報知部に相当） とが、ユーザが居住する住宅内に設 けられている。

住宅内には分電盤 4 が設置 され、分電盤 4 には、外部か ら住宅に供給 され る商用電源 A C を一

次側に受ける主幹 ブレーカ 4 a と、主幹 ブレーカ 4 a の二次側か ら分岐 した電路にそれぞれ介揷

される複数の分岐 ブレーカ 4 b とが収納 されている。分岐ブレーカ 4 b が介挿 された各分岐電路



は、給湯器、洗濯機、調理器、空調機等の電気機器 X に接続 される。

そ して、電力計測ユニ ッ ト1 は、分電盤 4 内に配置 され、主幹ブレーカ 4 a および分岐ブレー

力 4 b を介 して供給 され る電力を計測す ることで、この住宅の使用電力 （主幹電力）、各電気機

器 X の使用電力 （分岐電力）を計測 している。電力計測ユニ ッ ト1 が計測 した主幹電力および分

岐電力の使用電力データは、無線でコン トローラ 2 へ定期的に送信 される。

コン トロー ラ 2 は、無線通信部 2 a と、ネ ッ トワー ク通信部 2 b と、電力履歴記憶部 2 c と、

料金単価取得部 2 d と、閾値設定部 2 e と、画像生成部 2 f と、使用状態監視部 2 g とを備える。

無線通信部 2 a は、電力計測ユニ ッ ト1 、表示器 3 との間で無線通信を行 う。上記電力計測ュ

ニ ッ ト1 か ら送信 された使用電力データも、無線通信部 2 a によって受信 され、電力履歴記憶部

2 c に格納される。無線通信部 2 a は、本発明の電力情報取得部に相当する。

ネ ッ トワーク通信部 2 b は、ルータ 5 を介 してインターネッ トN T に接続 してお り、宅外に設

置 された電力会社のセンタサーバ S V との間でネ ッ トワーク通信を行 う。

電力履歴記憶部 2 c は、無線通信部 2 a が電力計測ュニッ ト1 か ら受信 した使用電力データを、

主幹電力および分岐電力の履歴 として格納する。

料金単価取得部 2 d は、ネ ッ トワーク通信部 2 b を介 して、電力会社のセンタサーバ S V か ら、

当該住宅が契約 している料金単価の情報 （料金単価情報）を取得する。 この料金単価情報は、時

間帯毎の電気料金の単価 を示 してお り、図 2 に示すように、夜間時間帯 T 2 (例 えば 2 3 時〜 7

時）の電気料金単価は、昼間時間帯 T 1 (例 えば 7 時〜 2 3 時）の電気料金単価に比べて安 く設

定 されている。

閾値設定部 2 e は、 1 時間単位の主幹電力量 および分岐電力量の各闥値 を設定する機能 を有 し、

この閾値は、主幹電力量および分岐電力量の目標上限値を表 し、後述の使用状態監視部 2 g の監

視動作に用いられ る。

画像生成部 2 f は、使用電力 （主幹電力または分岐電力）の履歴に基づいて、単位期間 （1 時

間）当た りの使用電力量の時間変化を導出する。そ して、この導出 した 1 時間当た りの使用電力

量の時間変化を料金単価情報 と同一画面に表示する使用状況画面 G の画像デー タを生成す る。

図 3 A 及び 3 B は、使用状況画面 G の構成例であり、横軸に時刻を示 し、縦軸に 1 時間毎の使

用電力量を示す棒グラフで表示 してお り、さらに横軸には昼間時間帯 T と夜間時間帯 丁2 との

各領域が表示 され ている。 したが って、各時刻が昼間時間帯 Τ 1 と夜間時間帯 Τ 2 とのいずれに

属 しているか識別可能であ り、昼間時間帯 Τ における電力使用状況、夜間時間帯 Τ 2 における

電力使用状況を把握す ることができる。この使用状況画面 G 1 には、主幹電力の使用状況を示す



主幹状況画面 G 1 a (図 3 A ) 、電気機器 X 毎 （分岐電路毎）の分岐電力の使用状況を示す分岐

状況画面 G 1 b (図 3 B ) があ り、分岐状況画面 G 1 b は、状況確認対象の電気機器 X 毎に作成

され る。この使用状況画面 G 1 ( G a , G b ) の画像デー タは、無線通信部 2 a を介 して、

表示器 3 へ送信 される。

表示器 3 は、画像生成部 2 f か ら受信 した画像データに基づいて、使用状況画面 G 1 を画面に

表示する。ユーザは、使用状況画面 G を見て、昼間時間帯 T 1 と夜間時間帯 T 2 との各々にお

ける電力使用状況を把握できる。例 えば、主幹電力の使用状況を示す主幹状況画面 G 1 a を見る

ことで、電気料金単価の高い昼間時間帯 T 1 に住宅全体で使用 している電力を把握できる。また、

分岐電力の使用状況を示す分岐状況画面 G 1 b を見ることで、電気料金単価の高い昼間時間帯 T

1 に使用 している電力を電気機器 X 毎に把握できる。

表示器 3 が使用状況画面 G 1 を表示するタイ ミングは、ユーザが表示器 3 を操作 し、コン ト口

ーラ 2 か ら所望の使用状況画面 G を取得 して表示する場合や、予め決め られた時刻に表示器 3

がコン トローラ 2 か ら所望の使用状況画面 G を自動で取得 して表示する場合がある。

次に、使用状態監視部 2 g は、電気料金単価の高 い昼間時間帯 T 1 に電力を使い過ぎた超過使

用状態の発生を検知す る機能 を有する。具体的には、昼間時間帯 T における 1 時間毎の使用電

力量が、閾値設定部 2 β によって設定 された 1 時間単位の闥値 を超えた場合に超過使用状態であ

ると判定する。

超過使用状態を検知 した使用状態監視部 2 g は、画像生成部 2 f に監視画面 G 2 を作成させる。

図 4 A 及び 4 B は、監視画面 G 2 の構成例 を示 し、使用状況画面 G 1 (図 3 A 及び 3 B 参照）に

閾値 K の情報 を付加 し、昼間時間帯 T において閾値 K を超えた電力量のバー B を他のバー と

は色を変えて表示す る （図 4 A 及び 4 B では ドッ トで表示 している）。 この監視画面 G 2 には、

主幹電力の監視結果を示す主幹監視画面 G 2 a (図 4 A ) 、電気機器 X 毎 （分岐電路毎）の分岐

電力の監視結果を示す分岐監視画面 G 2 b (図 4 B ) があ り、分岐監視画面 G 2 b は、監視対象

となる電気機器 X 毎に作成される。なお、主幹電力に対す る閾値を K a 、分岐電力に対する閾値

を K b と表す。

そ して、監視画面 G 2 の作成タイ ミングは、以下のいずれかに設定される。

第 1 の作成タイ ミングは、昼間時間帯 T 1 に現在の電力量が閾値 K を超えて、超過使用状態の

発生を検知する度に、監視画面 G 2 を作成する。

第 2 の作成タイ ミングは、前 日の昼間時間帯 T 1 に超過使用状態の発生を検知 した場合、当日

において、前 日に超過使用状態が発生 した時刻 と同一時刻の一定時間前 （例 えば 1 時間前）に、



監視画面 G 2 を作成する。

第 3 の作成タイ ミングは、昼間時間帯 T 1 に電力量が閾値 K を超えた場合、次の夜間時間帯 T

2 の開始時刻の一定時間前 （例えば 1 時間前）に、監視画面 G 2 を作成す る。

そ して、上記各タイミングで生成された監視画面 G 2 ( G 2 a , G 2 b ) の画像データは、無

線通信部 2 a を介 して表示器 3 へ送信 される。表示器 3 は、画像生成部 2 f か ら受信 した画像デ

ー タに基づいて、監視画面 G 2 を画面に表示する。ユーザは、監視画面 G 2 を見ることによって、

昼間時間帯 T 1 において超過使用状態が発生 した ことを提示 される。

上記第 1 の作成タイ ミングでは、超過使用状態の発生を検知する度に、表示器 3 に監視画面 G

2 が表示され、ユーザは、超過使用状態の発生をリアルタイムで提示され る。 したが って、ユ ー

ザにとっては、現在使用 している電気機器 X の使用時間帯を電気料金単価の安い夜間時間帯 T 2

にず らす ことを促 され、電気機器 X の使用形態を改善する機会 となる。この ときの主幹監視画面

G 2 a を図 4 A に示 し、分岐監視画面 G 2 b を図 4 B に示 し、現在時刻 t n を▲ で示す。

上記第 2 の作成タイ ミングでは、俞 曰に超過使用状態が発生 した時刻 と同一時刻の一定時間前

に、前 日か ら当日に亘る監視画面 G 2 が表示器 3 に表示され、ユーザは、超過使用状態が発生す

る可能性の高い時刻が近付いたときに、超過使用状態の発生を予め提示 され る。この とき、監視

画面 G 2 には、前 日に超過使用状態が発生 した時刻 と同一時刻に、閾値 K を超えた電力量のパー

B 2 が表示 される。 したがって、ユーザにとっては、今か ら使用する予定の電気機器 X の使用時

間帯を電気料金単価の安い夜間時間帯 T 2 にず らす ことを促 され、電気機器 X の使用形態を改善

する機会 となる。この ときの主幹監視画面 G 2 a を図 5 A に示 し、分岐監視画面 G 2 b を図 5 B

に示 し、現在時刻 t 门 を で示す。

上記第 3 の作成タイ ミングでは、昼間時間帯 T 1 に電力量が閾値 K を超えた場合、次の夜間時

間帯 T 2 の開始時刻の一定時間前に、表示器 3 に監視画面 G 2 が表示され る。すなわち、ユーザ

は、電気料金単価の安い夜間時間帯 T 2 が近付いた ときに、超過使用状態の発生を提示 され る。

したが って、ユーザにとっては、昼間時間帯 T 1 に使用 していた電気機器 X の使用時間帯を、今

か ら始まる夜間時間帯 T 2 にず らす ことを促 され、電気機器 X の使用形態を改善する機会 となる。

このときの主幹監視画面 G 2 a を図 6 A に示 し、分岐監視画面 G 2 b を図 6 B に示 し、現在時刻

t を▲ で示す。

このような監視画面 G 2 を見て、電気料金単価の高 い昼間時間帯 T に電力を使い過 ぎている

ことを提示 されたユーザは、電気料金単価の安い夜間時間帯 T 2 に電気機器 X を使用す る方向へ

習慣 を改善する意識 を提起 される。その結果、例 えば、洗濯機の使用時刻を、夜間時間帯 T 2 内



の早朝 （例えば、 6 時）にず らす ことで、電気料金 を抑えることができ、ユーザにとって経済的

になる。また、電力会社は、電力負荷の平準化を図ることができる。

次に、閾値設定部 2 e による閾値 K の設定方法について説明する。

まず、第 1 の閾値設定方法では、閾値設定部 2 θ は、電力履歴記憶部 2 c を参照 し、所定期間

(例 えば、過去 1 週間）において電気料金単価の高い昼間時間帯 Τ に使用 した 1 時間毎の使用

電力量 （主幹電力量および分岐電力量）を算出する。そ して、 この所定期間における 1 時間毎の

使用電力量の平均値 を算出 し、この平均値に一定値を加算 した結果を閾値 K ( K a , K b ) に設

定する。第 1 の閾値設定方法による閾値 K は、比較的高い値に設定され、ユーザによる電気機器

X の使用形態 として、電気料金単価の高い昼間時間帯 T で使用することが習慣化 している場合

に適 している。また、上記平均値に一定値を加算することで、通常よ り使用電力量が突出 して多

い状態のみを超過使用状態 として検出 し、超過使用状態の頻繁な検出を抑制 している。

次に、第 2 の閾値設定方法では、閾値設定部 2 e は、電力履歴記億部 2 c を参照 し、所定期間

(例 えば、過去 1 週間）において電気料金単価の安い夜間時間帯 Τ 2 に使用 した 1 時間毎の使用

電力量 （主幹電力量 および分岐電力量）を算出する。そ して、この所定期間における 1 時間毎の

使用電力量の平均値 を算出 し、この平均値に一定値 を加算 した結果を閾値 K ( K a , K b ) に設

定する。第 2 の閾値設定方法による闥値 K は、比較的低い値に設定 され、ユーザによる電気機器

X の使用形態 として、電気料金単価の安い夜間時間帯 T 2 で使用する方向へ改善された場合に適

している。また、ユーザの使用形態が改善 された場合に料金単価の安い時間帯の使用電力量の平

均値に一定値を加算 した結果を閾値に設定することで、超過使用状態の検出不能を抑制 している。

次に、第 3 の閾値設定方法は、上記第 1 , 第 2 の閾値設定方法を組み合わせたものである。具

体的には、本 システムを設置 した直後は、ユーザによる電気機器 X の使用形態 として、電気料金

単価の高い昼間時間帯 T 1 で使用することが習慣化 している。そ こで、上記第 1 の閾値設定方法

による比較的高い閾値 K を設定す る。そ して、ユーザによる電気機器 X の使用形態 として、電気

料金単価の安い夜間時間帯 T 2 で使用する方向へ改善 され ると、超過使用状態の検知回数が減少

する。超過使用状態の検知回数が所定回数以下にまで減少すると、ユーザによる電気機器 X の使

用形態が、電気料金単価の安い夜間時間帯 T 2 で使用する方向へ改善 された として、上記第 2 の

閾値設定方法による比較的低い閾値 K に切 り替える。 したがって、ユーザによる電気機器 X の使

用形態に合わせて閾値 K を設定でき、超過使用状態の頻繁な検出や、超過使用状態の検出不能 を

抑制できる。

(実施形態 2 )



図 7 は、本実施形態の省電力支援コン トローラ 2 (以降、コン トロー ラ 2 と称す）の構成を示

し、電力推定部 2 h を備えることによって、将来の使用電力量 （主幹電力量および分岐電力量）

を推定 して、将来の超過使用状態の発生をユーザに提示するものである。なお、実施形態 1 と同

様の構成には同一の符号を付 して説明は省略する。

まず、電力会社のセ ンタサーバ S V には、料金単価情報がダウンロー ド可能に格納 されてお り、

この料金単価情報は、同一住宅、同一契約であっても所定タイ ミングに更新 される。これは、平

曰および週末の各料金単価が互いに異なる料金体系や、日毎に料金単価が異なる料金体系等によ

る。セ ンタサーバ S V には、過去〜本 日までの料金単価情報だけでな く、将来 （例 えば明日まで、

または 1 週間後まで）の料金単価情報 もダウンロー ド可能に格納 されている。

料金単価取得部 2 d は、毎 日の定時刻に翌 日の料金単価情報を、センタサーバ S V か らネ ッ ト

ワーク通信部 2 b を介 して取得す る。

電力推定部 2 h は、電力履歴記憶部 2 c に格納 している主幹電力および分岐電力の履歴に基づ

いて、翌 日の使用電力量 （主幹電力量および分岐電力量）を推定する。例えば、過去 1 週間にお

ける各時刻 （1 時間単位）の使用電力量の平均値を、翌 日の各時刻 （1 時間単位）の使用電力量

として推定す る。または、過去 1 週間を平 日と休 日とに区別 し、平 日または休 日における各時刻

( 1 時間単位）の使用電力量の平均値 を、明日 （平 日または休 日）の各時刻 （1 時間単位）の使

用電力量 として推定する。または、過去 1 ヶ月の同一曜日における各時刻 （1 時間単位）の使用

電力量の平均値を、翌 日の各時刻 （1 時間単位）の使用電力量 として推定する。または、前年の

同一月日における各時刻 （1 時間単位）の使用電力量 を、翌 日の各時刻 （1 時間単位）の使用電

力量 として推定する。さらに、使用電力量の推定処理は、季節、気温、天候等の他の要素を考慮

して行 ってもよい。

使用状態監視部 2 g は、翌 日の料金単価情報 と翌 日の使用電力量の推定結果 とを用いて、翌 日

における電気料金単価の高 い昼間時間帯 T に電力を使 い過 ぎる超過使用状態の発生 を予め予

測する機能を有する。具体的には、翌 日の昼間時間帯 T における 1 時間毎の推定使用電力量が、

閾値設定部 2 θ によって設定 された閾値 K を超えた場合に超過使用状態が発生す る虞があると

判定する。

翌 日の超過使用状態を予測 した使用状態監視部 2 g は、画像生成部 2 f に予測画面 G 3 を作成

させる。図 8 A 及び 8 B は、予測画面 G 3 の構成例 を示 し、翌 日の昼間時間帯 T 1 において閾値

K を超えると推定された電力量のバー B 3 を他のバー とは色を変えて表示す る （図 8 A 及び 8 B

では ドッ トで表示 している）。 この予測画面 G 3 には、主幹電力の推定結果を示す主幹予測画面



-

G 3 a (図 8 A 参照）、電気機器 X 毎 （分岐電路毎）の分岐電力の推定結果を示す分岐予測画面

G 3 b (図 8 B 参照）があ り、分岐予測画面 G 3 b は、監視対象 となる電気機器 X 毎に作成 され

る。

この予測画面 G 3 は、予測対象 日の前 日に作成され る。そ して、表示器 3 が予測画面 G 3 を表

示す るタイ ミングは、前 日においてユーザが表示器 3 を操作 した場合に、コン トローラ 2 か ら翌

曰の所望の予測画面 G 3 を取得 して表示することができる。また、表示器 3 が、前 日の予め決め

られた時刻に、コン トロー ラ 2 か ら翌 日の所望の予測画面 G 3 を自動で取得 して表示 してもよし、。

さらに、表示器 3 が予測対象 日に予測画面 G 3 を表示する場合、現在時刻までに実際に使用 した

電力量を推定結果 とともに表示 してもよい。

このような予測画面 G 3 を見て、電気料金単価の高い翌 日の昼間時間帯 T に電力を使い過 ぎ

る虞があることを提示 されたユーザは、電気機器 X の翌 日の使用形態 （使用時刻、使用頻度等）

を予め計画できる。 したが って、電気料金単価の安い夜間時間帯 T 2 に電気機器 X を使用する方

向〜習慣 を改善する意識 を一層提起される。

以上、本発明の望ま しい実施形態が説明されたが、本発明はこれ らの特定の実施形態に限定 さ

れ ることな く、後続する請求範囲の範疇か ら外れず、多様な変更及び変形がなされ得、それも本

発明の範疇内に属すると言える。

例 えば、上述の実施形態の説明では、コン トローラ 2 の無線通信部 2 a によって電力計測ュニ

ッ ト1 か ら使用電力データを無線で取得することに したが、これに限 らず、例 えば、電力線通信

を利用 して有線でも取得することが可能である。

また、上述の実施形態では閾値設置部 2 e が 1 時間単位で閾値 を設定する機能 を説明 したが、

これに限 らず、 3 0 分、 2 時間などでも可能であることは無論である。

上述の実施形態では、使用状況画面などが無線通信部 2 a によって無線で表示器 3 へ送信 され

ることに したが、これに限 らず、有線でも送信することが可能である。

また、上述の実施形態では、第 2 及び第 3 の作成タイ ミングについて監視画面の作成を 1 時間

前 に行 うことに したが、これに限 らず、 3 0 分、 2 時間前に しても良い。上述の実施形態では閾

値設定時に使用電力量の算出期間を過去 1 週間 としたが、これに限 らず、 2 週間、 1 ヶ月などに

しても良い。また、上述の実施形態では使用電力量の推定に使用する履歴情報の期間を過去 1 週

間に したが、これに限 らず、 2 週間、 1 ヶ月にすることも可能である。



請求範囲

【請求項 1 】

計測対象の使用電力の情報 を取得する電力情報取得部 と、

時間帯毎の電気料金の単価 を示す料金単価情報 を取得する料金単価取得部 と、

単位期間当た リの使用電力量の閾値を設定する閾値設定部 と、

前記使用電力量の時間変化 と料金単価情報 とに基づいて、前記使用電力量が前記閾値を超えた

超過使用状態の発生を検知 した場合、この超過使用状態の発生 を報知 させ る使用状態監視部 と

を備え、

前記使用状態監視部は、他の時間帯に比べて電気料金が高い時間帯に前記使用電力量が前記閾

値を超えた超過使用状態の発生を検知 した場合、この超過使用状態の発生を報知する省電力支援

コン トロー ラ。

【請求項 2 】

計測対象の使用電力の情報 に基づいて導出 した単位期間当た りの使用電力量の時間変化 を料

金単価情報 と同一画面に表示する画像データを生成 して出力す る画像生成部 を更に備える請求

項 1 に記載の省電力支援コン トローラ。

【請求項 3 】

前記計測対象の使用電力の情報 に基づいて将来の単位期間 当た りの使用電力量を推定す る電

力推定部 を更に備 え、

前記料金単価取得部は将来の料金単価情報を取得 し、

前記画像生成部は、前記推定 した単位期間当た リの使用電力量の時間変化を将来の料金単価情

報 と同一画面に表示する画像データを生成 して出力 し、

前記使用状態監視部は、前記推定 した使用電力量の時間変化 と将来の料金単価情報 とに基づい

て、他の時間帯に比べて電気料金が高い将来の時間帯に、前記推定 した使用電力量が前記閾値 を

超える超過使用状態の発生を予測 した場合、この超過使用状態の発生を報知する

請求項 2 に記載の省電力支援コン トロ一ラ。

【請求項 4 】

前記閾値設定部は、電気料金の単価が所定値である時間帯における前記単位期間当た りの使用

電力量の平均値に所定値 を加算 した結果を前記閾値に設定す る請求項 2 または 3 に記載の省電

力支援コン トロー ラ。

【請求項 5 】



前記閾値設定部は、他の時間帯に比べて電気料金の単価が高い時間帯における前記単位期間当

た りの使用電力量の平均値に所定値 を加算 した結果 を前記閾値に設定す る請求項 4 に記載の省

電力支援コン トローラ。

【請求項 6 】

前記閾値設定部は、他の時間帯に比べて電気料金の単価が安い時間帯における前記単位期間当

た りの使用電力量の平均値に所定値 を加算 した結果 を前記閾値に設定す る請求項 4 に記載の省

電力支援コン トローラ。

【請求項 7 】

前記閾値設定部は、一定期間に前記超過使用状態の発生を報知 した回数が所定回数未満になつ

た場合、他の時間帯に比べて電気料金の単価が安い時間帯における前記単位期間当た リの使用電

力量の平均値に所定値 を加算 した結果 を前記閾値に設定す る請求項 4 に記載の省電力支援 コン

卜ローラ。

【請求項 8 】

前記使用状態監視部は、前 日に前記超過使用状態の発生を検知 した場合、当日において、前 日

に前記超過使用状態が発生 した時刻 と同一時刻の一定時間前 に前記超過使用状態の発生 を報知

す る請求項 2 乃至 7 いずれか記載の省電力支援 コン トローラ。

【請求項 9 】

前記使用状態監視部は、前記超過使用状態の発生を検知 した場合、他の時間帯に比べて電気料

金の単価が安 い時間帯の一定時間前に前記超過使用状態の発生 を報知す る請求項 2 乃至 7 のい

ずれかに記載の省電力支援コン トロー ラ。

【請求項 1 0 】

計測対象の使用電力を計測する電力計測部 と、画像データを表示する表示部 と、報知動作を行

う報知部 と、請求項 2 乃至 9 のいずれかに記載の省電力支援コン トローラとを備える省電力支援

システム。
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